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日本国憲法に国家緊急権（緊急事態条項）を創設することに反対する意見書 

 

２０１６年（平成２８年）９月２８日 

兵庫県弁護士会 
会 長  米 田 耕 士 

 
意見の趣旨 

当会は，日本国憲法に国家緊急権（緊急事態条項）を創設することに反対する。 

 

意見の理由 

第１ はじめに 

国家緊急権とは，戦争，内乱，恐慌，大規模自然災害など，平時の統治機構をもっ

てしては対処できない非常事態（以下「緊急事態」という。）において，国家の存立

を維持するため，立憲的な秩序を一時停止して，非常措置をとる権限のことをいう。

国家緊急権（緊急事態条項）は，立憲秩序を停止し，政府に権限を集中し，

人権保障を停止させるものであることから，ひとたび濫用されると，人権

への悪影響は計り知れないものとなる。  
実際，ワイマール憲法下のドイツにおいては，ナチスドイツによる独裁

のきっかけを与え，またわが国においても，関東大震災時に戒厳令が発令

された際，朝鮮人が多数殺害されるといった悲劇を招いた。日本国憲法は

以上のような国家緊急権（緊急事態条項）の危険性を認識し，あえてこれ

らの規定を設けなかったことが帝国憲法改正委員会議事録にて明らかとな

っている。  
近時，国会の憲法審査会などにおいて，日本国憲法に緊急事態条項を創

設し，国家緊急権を認めるべきではないかとの議論がある。  
しかし，国家緊急権（緊急事態条項）は，歴史的事実からも，濫用の危険があり，

国家緊急権（緊急事態条項）を創設することは，立憲主義の根幹に関わる重大な

問題といえる。  
 国家緊急権（緊急事態条項）の創設については，日本国憲法が国家緊急

権（緊急事態条項）をあえて設けなかった趣旨を踏まえてもなお，現在の

情勢において，国家緊急権（緊急事態条項）の創設を支えるだけの具体的

な立法事実が存在するのか否かという観点から議論されなければならな

い。 
以下では，このような観点から，国家緊急権（緊急事態条項）必要論の

理由とされる①～③について，具体的に検証することにする。  
① 不測の災害が発生した場合の政府の対応不備を理由とする点  
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② テロ防止対策に資するという点  
③ 選挙が実施できない場合に国会議員が不在となるという点  
なお，現在議論されている国家緊急権（緊急事態条項）の中には，必ず

しも冒頭の定義には当てはまらない内容のもの，例えば東日本大震災時の

ように統治機構が健全に機能している場面でも国家緊急権（緊急事態条項）

の発動を認めるかのような見解もある。しかしながら，統治機構が機能し

ている状況にあるにもかかわらず，立憲的な秩序を一時停止して，非常措置をと

ることを認めるとすれば，余りにも広範に立憲秩序が停止されることとなり

かねない。緊急事態の名の下に，安易に憲法秩序が停止されるという事態

は，避けなければならないことはいうまでもない。 
第２ 国家緊急権（緊急事態条項）必要論の検証 
１ 災害対策を理由とする見解について 

不測の大災害が生じた場合に，政府に権限を集中させて対策をとる必要があ

るとして，国家緊急権（緊急事態条項）を創設すべきであるとの見解がある。 
当会は，２０１５年（平成２７年）４月１０日，災害対策を理由にした国家

緊急権の創設は不要であるとの会長声明を発出しているが，改めて検討する。 
まず，現行法制をみると，災害対策基本法では，原則として災害の応急対応

の一次的責任は基礎自治体（市町村）が負い，市町村長は被災者に対する救助

や応急措置を行う（６２条１項）。市町村は災害現場に最も近く正確な情報が

入り，地域や住民に精通しているので，迅速で柔軟な対応ができるからである。

これに対して，二次的責任を都道府県が担い（４条），三次的責任を国が行う

と位置付ける（３条）。国には個々の災害現場の正確な情報が入りにくく，ま

た，特定の地域や住民の実情に精通せず，対応も画一的となりがちであり，迅

速柔軟な対応ができないことによる。 
そもそも，災害対策の原則は「準備していないことはできない」という点に

ある。災害対策は過去の災害を検証して，これに基づいて将来の災害を予測し，

その効果的な対策を準備することに尽きる。災害対策は，①事前の予防対策，

②災害直後の応急対策，③事後の復旧対策に分かれており（災害対策基本法１

条，２条の２参照），このうち国家緊急権（緊急事態条項）が問題になるのは

災害直後の応急対策であるところ，この災害直後の応急対策は，被災者からの

ヒアリングを行い，被災地の状態を調査し，将来の災害を予測して策定される

べきものであるため，正確な事実の検証とこれを前提とした合理的な判断が必

要である。こうした検証と判断は，現場に最も近い基礎自治体こそが最もよく

なし得るところであり，これに反し，国家緊急権（緊急事態条項）による国か

らの発令を行ったのでは，被災地の状態の把握も不十分なまま対策を立てるこ

とになりがちであり，却って，現場に混乱を招き，被災者救済を阻害するおそ

れもある。 
したがって，災害対策という目的に照らしてみたとき，国家権力への権限集
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中を目的として国家緊急権（緊急事態条項）を創設することは，現実には，個

々の現場のニーズに応じた迅速柔軟な支援を困難にし，市町村の活動と抵触し

て現場での混乱を招き，被災者支援を阻害するおそれがある。そして，前記の

災害対策基本法を基本とする現行の災害法制は，既に，現時点において想定さ

れる限りの「備え」をとっており，あとは事前の準備を尽くすことに尽きるの

であって，これを超えて，災害対策を理由とした国家緊急権（緊急事態条項）

の創設は不要であると考える。 

 ２ テロ対策を理由とする見解について 

 世界各地でのテロの頻発及び邦人犠牲者の増加といった情勢をふまえ，日

本国内においてもテロリズムの危険が高まっており，その対処のために国家緊

急権（緊急事態条項）を創設すべきであるとの見解がある。 
しかし，そもそもテロは，あくまで政治目的をもった特定の犯罪であること

から，警察機構による対処が原則でなければならない。 

実際，わが国では，１９９５年（平成７年）３月２０日，地下鉄サリン事件

（死亡被害者１３人，傷害被害者数千人）が発生しているが，当時存在した法

令の範囲内（破壊活動防止法の適用すら行われていない。）の警察活動で対応

することができた。 
また，地下鉄サリン事件の後，わが国では大規模テロに対処するための法整

備もなされた。いわゆる有事法制の中に「緊急対処事態」を組み込み，大規模

テロに対する十分な対処が可能となった。 
具体的には，武力攻撃事態等及び存立危機事態における我が国の平和と独立

並びに国及び国民の安全の確保に関する法律（以下「武力攻撃事態法」という。）

における「緊急対処事態」（同法２２条「武力攻撃の手段に準ずる手段を用い

て多数の人を殺傷する行為」）の類型として，政府は，①原子力事業所施設の

破壊，石油コンビナート，都市ガス貯蔵施設等の爆破，②大規模集客施設，タ

ーミナル駅等の爆破，新幹線等の爆破，③放射性物質を混入させた爆弾（ダー

ティボム）等の爆発による放射能の拡散，炭疽菌等の生物剤の航空機等による

大量散布，市街地等におけるサリン等化学剤の大量散布，水源地に対する毒素

等の混入，④航空機等による多数の死傷者を伴う自爆テロを想定しているとし

ており（礒崎陽輔著「武力攻撃事態対処法の読み方」１１２頁以降参照），同

法はテロ対策基本法としての性格をあわせ持っている。 
そして武力攻撃事態法では，内閣総理大臣は閣議で「緊急対処事態」を認定

したうえで，対処方針を決定し（同法２２条１項，２項，４項），緊急対処事

態対策本部を設置すると規定している（同法２３条１項）。 
また，武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律（以下「国

民保護法」という。）では，各自治体からの武力攻撃災害による被害情報は知

事，総務大臣を経由して内閣総理大臣に集中し（同法１２７条，１８３条），

内閣総理大臣は必要があれば，自衛隊の派遣を求めることもできる（同法１５
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条２項，１８３条）。さらに，国民保護法は，公安委員会による車両の道路通

行禁止（同法１５５条，１８３条），警察等による避難住民への警告，指示（同

法６６条１項，１８３条），危険な場所への立ち入り禁止等（同条２項，１８

３条），知事等による運送事業者への避難住民の運送指示（同法７１条１項，

１８３条），必要な物資（医薬品，食料）の業者からの収用（同法８１条２項，

１８３条），収容・医療施設のための土地家屋の同意なき使用（同法８２条２

項，１８３条），医師・看護師の医療の実施の指示（同法８５条２項，１８３

条）など，国民の権利のための措置を実施するに当たって，国民の自由と権利

を制限が加えられることが予定されている。 

 この武力攻撃事態法については「緊急対処事態」の定義及び範囲が曖昧であ

るなどの問題があり，国民保護法については報道の自由や市民の知る権利に対

して不当な制約が課される危険性が高いなどの問題のあることは当会において

も指摘してきたところではあるものの，これらの法律を慎重に運用することを

通じて，大規模テロに対する十分な対処が可能である。 
 よって，テロ対策としても現在の法整備で対処可能であり，国家緊急権（緊

急事態条項）を創設する根拠とはならない。 
 ３ 選挙時期徒過・国会議員不在事態の発生を理由とする見解について 
 （１）選挙時期の経過の問題 

憲法５４条には，衆議院が解散された場合，４０日以内に選挙をしなけれ

ばならないと規定されており，たとえば大震災が発生し，解散後４０日以内

に選挙ができない場合，憲法違反となるとして，かかる事態に対応する国家

緊急権（緊急事態条項）を創設すべきであるとの見解がある。 
しかしながら，大震災等で一部の選挙区が選挙不能となった場合であれば，

繰り下げ投票制度（公職選挙法５７条）が用意されており，選挙不能事態が

解消した段階で，選挙を実施し，議員を補充すれば足りる。実際，過去にも

繰り下げ投票制度は実施されているのであって（１９６５年参院選 熊本県

・坂本村の一部，五木村，１９７４年参院選 三重県・伊勢市の一部，御薗

村），あえて国家緊急権（緊急事態条項）を創設する理由にはならない。 
 （２）国会議員不在の問題 

憲法上，衆議院議員の任期は４年であり（憲法４５条），参議院議員の任

期は６年であるが（憲法４６条），任期に関する例外規定は設けられていな

い。したがって，衆議院解散後総選挙前や任期満了直前に緊急事態が発生し

て選挙が不能となり，国会議員不在の期間が生ずると，国会が機能せず，緊

急事態への迅速かつ適切な対応ができないため，国家緊急権（緊急事態条項）

を創設すべきであるとの主張がなされている。そこで，国家緊急権（緊急事

態条項）の創設が必要とされる根拠となる「国会議員不在」の事態について，

場合を分けて検討する。 

ア 衆議院を解散したが，総選挙前に総選挙が実施できない事態が発生した
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場合 

     憲法５４条２項但書に規定される「国に緊急の必要があるとき」に当た

り，参議院議員によって参議院の緊急集会の請求，開催が可能であり，必

要な法案等の審議・議決は可能である。 

  イ 参議院の通常選挙の直前に選挙が実施できない事態が発生した場合 

    衆議院議員及び非改選の参議院議員が存在する。両議院の定足数は３分

の１で足り（憲法５６条），必要な法案等の審議・議決は可能である。 

  ウ 衆議院総選挙と参議院通常選挙のいわゆる衆参同日選挙（ダブル選挙）

の公示直前に選挙が実施できない事態が発生した場合 

憲法第５４条２項但書に規定される「国に緊急の必要があるとき」に当

たり，非改選の参議院議員によって参議院の緊急集会の請求，開催が可能

であり，必要な法案等の審議・議決は可能である。 

  エ 衆議院議員の任期満了による選挙の直前に選挙が実施できない事態が

発生した場合 

    この点，公職選挙法３１条１項において，衆議院議員の任期満了に因る

総選挙は，議員の任期が終る日の前３０日以内に行うと規定されており，

仮に，同条項による手当が不十分というのであれば，任期満了日と新議員

の就任の日の間に空白期間が生じないように同条項の改正を行い，さらに

早期に選挙を実施し，任期満了前に新議員の選出を行えば，議員不在の状

態が生じることはない。 

また，前述のとおり，公職選挙法では繰り下げ投票制度（公職選挙法

５７条）がすでに用意されており，一定の地域で災害などの事態が発生す

ることによって選挙不能となった場合，当該地域についてのみ，投票日を

繰り下げて選挙を実施すれば足りる。 

さらに言えば，憲法の条文上，参議院の緊急集会は衆議院を解散した場

合に適用される形になってはいるが，衆議院が機能しない場合に参議院が

国会に代わって活動するという緊急集会の趣旨からすれば，衆議院の任期

満了の場合も緊急集会を求められるとも解し得るし，現にこのような解釈

をとる学説もある。 
そもそも，衆議院議員の任期満了による選挙は日本国憲法制定後６８年

間で１回しかないきわめて稀なケースであり，さらにそのタイミングで選

挙が実施できない事態が発生することは重ねて稀なケースである（もっと

も，衆議院議員の任期満了による選挙が原則であるところ，実際には，憲

法７条に基づく衆議院解散による選挙が常態化していることについては

問題がないわけではない）。したがって，現状では憲法に国家緊急権（緊

急事態条項）を創設する前提となる立法事実があるとは言い難い。 
 （３）以上のように，いずれの場面も，日本国憲法の範囲内で対処可能であって，

選挙時期徒過・国会議員不在などの事態の発生を理由として，日本国憲法に国
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家緊急権（緊急事態条項）を創設する必要性は乏しいと言わざるを得ない。 
 （４）最後に，国家緊急権（緊急事態条項）により，国会議員の任期を延長する

ということは，弊害も存する。即ち，緊急事態の名の下に，国会議員の任期が

延長されることにより，国会議員は，国民による選挙を経ずに議員の地位にと

どまることとなる。その場合，仮に国政において誤った決定が下された場合に

おいても，国民が選挙を通じてこれを是正するということができなくなってし

まい，民主制の根幹を損なうこととなる。 
このような点に鑑みれば，議員の任期を一律に延長するなどという国家緊急

権（緊急事態条項）を認めることは手段として不相当であり，選挙の実施がで

きない場所に限って繰り下げ投票制度を実施するということが，民主主義のあ

るべき姿であるというべきである。 
 ４ 小括 
   以上のとおり，①不測の災害が発生した場合の法令の欠缺を理由とする国家

緊急権（緊急事態条項）の創設は，既に相応の法整備がなされており，事後的

に国家に権限を集中させて対応策を検討することは却って災害対策につながら

ないこと，②テロ防止対策に資することを理由とする国家緊急権（緊急事態条

項）の創設も，現行法制で対応できること，③選挙が実施できない場合の国会

議員が不在となることを理由とする国家緊急権（緊急事態条項）の創設は，現

行の憲法の下で，公職選挙法などの運用・改正によって対応できるので，必要

がない上に，民主制の根幹を損なうおそれもあることは明らかである。 

日本国憲法施行後の約７０年にわたるわが国の法整備の状況及び緊急事態へ

の対応の蓄積などを考えた場合に，国家緊急権（緊急事態条項）の創設を支え

るだけの具体的な立法事実は存在しない。  
第３ 自由民主党の憲法改正草案の検証 
   憲法改正の発議については，衆議院においては議員１００名以上，参議院に

おいては議員５０名以上の賛成により原案の発議がなされるところ（国会法６

８条の２），現状では具体的な内容を伴った国家緊急権（緊急事態条項）案は，

自由民主党（以下「自民党」という。）が２０１２年（平成２４年）に発表し

た憲法改正草案（以下「自民党憲法改正草案」という。）のそれのみである。

そして，自民党は平成２８年９月１日現在両議院において，上記原案発議の要

件を遥かに超える議員を擁している。 
    したがって，自民党憲法改正草案の内容が，そのまま憲法改正の発議の原案

となる可能性が否定できない。そこで，以下，同草案の内容についても検証す

ることとする。 
 １ 自民党憲法改正草案における緊急事態条項 

自民党憲法改正草案では，「第９章 緊急事態」において国家緊急権（緊急

事態条項）が設けられている。   
以下，抜粋する。 
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第９８条 内閣総理大臣は，我が国に対する外部からの武力攻撃，内乱等

による社会秩序の混乱，地震等による大規模な自然災害その他の法律で

定める緊急事態において，特に必要があると認めるときは，法律の定め

るところにより，閣議にかけて，緊急事態の宣言を発することができる。 
２ 緊急事態の宣言は，法律の定めるところにより，事前又は事後に国会

の承認を得なければならない。 
３ 内閣総理大臣は，前項の場合において不承認の議決があったとき，国

会が緊急事態の宣言を解除すべき旨を議決したとき，又は事態の推移に

より当該宣言を継続する必要がないと認めるときは，法律の定めるとこ

ろにより，閣議にかけて，当該宣言を速やかに解除しなければならない。

また，百日を超えて緊急事態の宣言を継続しようとするときは，百日を

超えるごとに，事前に国会の承認を得なければならない。 
４ （略） 
第９９条 緊急事態の宣言が発せられたときは，法律の定めるところによ

り，内閣は法律と同一の効力を有する政令を制定することができるほか，

内閣総理大臣は財政上必要な支出その他の処分を行い，地方自治体の長

に対して必要な指示をすることができる。 
２ 前項の政令の制定及び処分については，法律の定めるところにより，

事後に国会の承認を得なければならない。 
３ 緊急事態の宣言が発せられた場合には，何人も，法律の定めるところ

により，当該宣言に係る事態において国民の生命，身体及び財産を守る

ために行われる措置に関して発せられる国その他公の機関の指示に従わ

なければならない。この場合においても，第十四条，第十八条，第十九

条，第二十一条その他の基本的人権に関する規定は，最大限に尊重され

なければならない。 
４ 緊急事態の宣言が発せられた場合においては，法律の定めるところに

より，その宣言が効力を有する期間，衆議院は解散されないものとし，

両議院の議員の任期及びその選挙期日の特例を設けることができる。 
 ２ 自民党憲法改正草案における国家緊急権（緊急事態条項）の問題点 
   前項に掲げた自民党憲法改正草案における国家緊急権（緊急事態条項）は，

以下で述べるとおり，大日本帝国憲法の緊急勅令よりも強大な権限を政府に与

えるともいえるものであるうえ，数々の不備が存する。 
（１）「緊急事態」の内容について，憲法に限定列挙されるのではなく，法律で

も定めることができるとされる（９８条１項）。これにより，様々な場合を

「緊急事態」に付け加えることも可能となり，将来，国家緊急権（緊急事態

条項）が不当な目的で濫用されるおそれすらも否定できない。 
 （２）緊急事態の宣言について，９８条２項で「事前又は事後に国会の承認を得

なければならない」とし，同条３項で「国会で不承認の議決があったとき，
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または，国会が緊急事態の宣言を解除すべき旨を議決したときは，閣議にか

けて宣言を速やかに解除しなければならない」とされているが，国会の承認

について期限が定められていない。そのため，緊急事態宣言がなされても，

国会の承認を得ないまま長期間放置されるという事態も想定され，国会の統

制が及ばなくなるという懸念がある。 
 （３）緊急事態の期間について，９８条３項により，百日を超えるごとに事前に

国会の承認を必要としているが，立憲秩序を停止する例外措置であるにもか

かわらず，百日という期間は長すぎる。 
    また，同項により，国会の承認が得られれば，更新を重ねていつまでも期

間を延長できることになっており，この点でも濫用の危険が大きい。 
 （４）９９条１項により，内閣は法律と同一の効力を有する政令を制定できると

されるが，災害対策基本法のように，「国会閉会中，衆議院解散中，臨時会

の招集及び参議院の緊急集会を求めるいとまがない場合」という限定がなく，

国会開会中ですら内閣は法律と同一の効力を有する政令を制定できる。大日

本帝国憲法でさえ緊急勅令を発することができるのは議会閉会の場合として

いたところ（大日本帝国憲法８条１項），自民党憲法改正草案はこれよりも

内閣に強大な権限を与えるものであり，濫用の危険が大きいと言わざるをえ

ない。 
 （５）９９条２項において，同条１項の政令の制定及び処分については事前又は

事後に国会の承認が必要とされているが，承認が得られない場合に効力を失

う旨の規定がなく，それらに国会の統制が全く及ばないおそれがある。大日

本帝国憲法でさえ，緊急勅令が事後に議会の承認を得られない場合は将来に

向かって効力を失う旨の規定があったものであり（大日本帝国憲法８条２

項），自民党憲法改正草案はそれよりも濫用の危険の大きいものとなってい

る。 
 （６）９９条１項により「法律の定めるところにより」となっているものの，政

令で制定できる対象について憲法上の制限がなく，全ての人権を制限できる

可能性があり，また，全ての事項について政令の制定ができる可能性がある。

これは，国会の立法権が完全に内閣に移転する可能性がある内容であり，政

府の独裁をもたらしかねず，将来，濫用される危険が極めて大きいものと言

わざるを得ない。 
第４ 結論 

以上のとおり，国家緊急権（緊急事態条項）は，そもそも立憲主義を停止す

るもので濫用の危険があり，実際に濫用され，悲劇を招いた歴史的事実もある

ところ，日本国憲法が，国家緊急権（緊急事態条項）を設けなかった趣旨を踏

まえてもなお，現在の情勢において，国家緊急権（緊急事態条項）の創設を

支えるだけの具体的な立法事実は存在しない。そして，自民党憲法改正草案

における国家緊急権（緊急事態条項）も，濫用を防ぐことはできず，かえって，
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濫用の危険が大きい内容となっている。 
よって，当会は，日本国憲法に国家緊急権（緊急事態条項）を創設すること

に反対する。 
                         以上 


